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「日・メコン協力のための新東京戦略２０１５」（ＭＪＣ２０１５）（仮訳） 

平成２７年７月４日 

 

２０１５年７月４日、日本及びメコン地域諸国（カンボジア王国、ラオス人民民主共和国、

ミャンマー連邦共和国、タイ王国、ベトナム社会主義共和国）の首脳は、東京にて第７回日

本・メコン地域諸国首脳会議のために一堂に会し、今後３年間の日・メコン協力のための新

たな戦略として、「日・メコン協力のための新東京戦略２０１５」（ＭＪＣ２０１５）を採択

した。 

 

Ⅰ．総論 

１．メコン地域の重要性 

１．１ メコン地域の重要性 

日本及びメコン地域諸国（以下、「双方」とする。）は、人口約２億４０００万人、ＧＤＰ

合計約６６４０億米ドルを誇るメコン地域がダイナミックな経済発展を遂げており、また、

中国、インド、他のＡＳＥＡＮ地域諸国など世界全体の人口の半分に当たる約３３億人を抱

えるアジアの巨大な新興成長市場の結節点に位置し、地政学的にも経済的にも非常に重要な

位置を占めていることを改めて確認した。また、メコン地域が、世界の「成長センター」と

なる潜在性を有しているとの見方を共有した。 

１．２ メコン地域が直面する課題 

双方は、メコン地域が直面する課題の存在を認識し、域内の格差の更なる是正、安定かつ

持続的なマクロ経済環境の維持、包括的かつ持続的な成長の確保を通じて、メコン地域が地

域全体として更なる発展を遂げ、「質の高い成長」を実現するため、メコン諸国が日本と協

力してこれらの課題を克服する必要があるとの認識を共有した。 

第一に、双方は、メコン地域のより一層の発展と繁栄のために、地域の安定が不可欠であ

ることを認識した。この観点から、メコン地域における民主主義及び法の支配の定着、人権

の尊重並びに平和構築の実現の重要性を再確認した。 

第二に、双方は、メコン地域の「質の高い成長」と更なる経済発展を達成するため、域内

の膨大なインフラ需要への対応、域内外との連結性強化、投資環境の整備、特色を反映した

産業構造の高度化、及びそれを支える産業人材育成、持続可能で環境に配慮した開発の実現

が必要であるとの見方を共有した。 

 

２．日メコン協力の意義 

メコン地域諸国は、メコン地域の発展に向けて、これまで日本が果たしてきた役割を高く

評価するとともに、今後とも、日メコン協力を通じて、日本がより一層建設的な役割を果た

すことで、メコン地域諸国が上記の課題を克服することが可能となることへの期待を表明し

た。 

２．１ これまでの取組 

メコン地域諸国は、日本の戦後７０年の平和国家としての歩みを高く評価するとともに、
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日本が国際協調主義に基づく「積極的平和主義」の下、メコン地域の安定と発展の強化によ

り一層積極的に貢献していくことへの期待を表明した。また、メコン地域諸国は、日本が活

発な要人往来等を通じて日メコン関係の強化に取り組んでいることを称賛した。 

この文脈において、メコン地域諸国は、日本が、２０１５年６月に東京で開催した「アジ

アの平和構築と国民和解、民主化に関するハイレベルセミナー」等を通じ、平和構築、国民

和解、民主化等の分野において、この地域で建設的な役割を果たしてきていることを高く評

価した。 

双方は、「東京戦略２０１２」を履行するための取組が、十分に成功を収めていることを

確認した。特に、双方は、過去３年間、日本が既に「東京戦略２０１２」にて表明した合計

６０００億円のＯＤＡを上回る規模で実施したことを確認した。メコン地域諸国は、上記戦

略を日本が誠実かつ着実に実施していることを称賛し、謝意を表明した。 

双方は、日メコン経済産業協力イニシアティブ（ＭＪ－ＣＩ）の下での第４回日メコン経

済大臣会合で採択された「メコン開発ロードマップ」に基づき、メコン地域のハードインフ

ラとともに貿易円滑化が着実に進展していることを歓迎した。 

２．２ 今後の取組 

双方は、２０１５年末までのＡＳＥＡＮ共同体の実現を見据え、メコン地域諸国の発展が

域内格差是正の観点からも益々重要になることを認識した。メコン地域諸国は、日本がメコ

ン地域の更なる発展、平和、及び繁栄を促進するため、より一層積極的な役割を続けていく

ことへの期待を表明した。 

 

上記の課題を踏まえ、日本とメコン地域諸国は、メコン地域における地域の安定と「質

の高い成長」の実現のため、今後３年間（２０１６年～２０１８年）にわたり、次の四本

柱に基づく日・メコン協力を実施していくことを表明した。 

日本は、この実現のため、ＯＤＡに関して、２０１５年２月に新たに閣議決定された開

発協力大綱に則し、メコン地域に対して今後３年間で７５００億円規模の支援を行ってい

くことを表明した。 

双方は、日・メコン協力を推進するために民間部門が今後より一層重要な役割を果たし

ていくことを改めて認識し、民間投資の拡大と官民連携の強化に向け、更に取り組んでい

くことを決定した。 

 

Ⅱ．日メコン協力の四本柱 

１．ハード面での取組：メコン地域における産業基盤インフラの整備とハード面での連結性

の強化 

 双方は、メコン地域における膨大なインフラ需要に応え、質の高い成長を実現するために、

人間中心の投資を重視し、メコン地域において「質の高いインフラ」を推進することが必要

不可欠であることを再確認した。双方は、効果的な資金動員の促進、地域の経済開発戦略と

の整合性の確保、社会及び環境に対する潜在的なインパクトに対する適切な配慮、ライフサ

イクルコスト、安全性、及び災害に対する強靱性を含むインフラの質を確保することを通じ
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て、質の高いインフラ投資を促進する。この文脈において、メコン地域諸国は、他国、アジ

ア開発銀行（ＡＤＢ）を含む国際機関、及び他の金融機関と連携して「質も量も」追求する

「質の高いインフラ投資」を促進するという、安倍総理大臣が２０１５年５月に発表した「質

の高いインフラパートナーシップ：アジアの未来への投資」を称賛した。双方は、このパー

トナーシップの実現を通じてメコン地域における「質の高いインフラ投資」を促進するため、

双方間の連携をより強化する決意を表明した。 

 この観点から、双方は、メコン地域における産業インフラ開発に関与し、また日本のＡＳ

ＥＡＮ連結性に対する既存の支援を補完する形で、域内外及び周辺地域との「ハード面での

連結性」を強化していく。双方は、民間部門のインフラ開発への積極的な参加が重要である

ことを繰り返し確認し合い、投資環境の改善、民間資本移動の触媒としての公的資金の活用、

さらに官民連携（ＰＰＰ）の促進を含む、メコン地域への民間投資を呼び込むための協力を

行う。 

 双方は、ダウェー開発プロジェクトの多大な潜在性と地政学的意義を認識し、日本、ミャ

ンマー、タイの３か国が、南部経済回廊を通じたインド洋との地域的連結性の強化により、

メコン地域全体の更なる経済発展に貢献するプロジェクトを近年前進させていることを歓

迎した。 

１．１ 産業基盤インフラの整備 

 双方は、域内経済のより一層の発展のため、都市開発、エネルギー、裾野産業、輸送、上

下水道、農業・食産業、電気通信、情報通信、衛星測位等を用いた地理空間情報、等の様々

な分野、及び双方の利益となる分野における産業基盤インフラの整備に取り組んでいく。 

１．２ ハード連結性の強化（陸・海・空の連結性） 

双方は、「陸」（東西経済回廊及び南部経済回廊の整備、並びに鉄道協力、道路整備を通じ

たインド亜大陸との連結性等）、「海」（産業立地型港湾の開発と高性能化、海のＡＳＥＡＮ

諸国との連結性やダウェー開発を通じたインド亜大陸との連結性、内水交通等）、「空」（空

港建設支援、双方の間の定期便・直行便の就航等）のそれぞれにおいて、メコン域内及びメ

コン地域内外とのハード連結性強化に取り組んでいく。 

 

２．ソフト面での取組：産業人材育成とソフト連結性の強化 

双方は、メコン地域において「質の高い成長」を実現するためには、ハード面のみならず

ソフト面での取組が重要であることを再確認した。特に、日本及びメコン地域諸国は、産業

構造の高度化及び人材育成及び「ソフト」連結性の強化に取り組んでいく。 

２．１ 産業構造の高度化及び人材育成 

双方は、日メコン官民連携フォーラム及び産業政府対話の開催、「プラスワン投資戦略」

の支援、メコン地域における日本企業の生産ネットワークの拡大支援等を通じ、メコン地域

における産業構造の高度化に取り組んでいく。双方は、メコン地域諸国の研究開発とイノベ

ーションの基盤を加速させ、そうした投資を歓迎し、それによって地域の発展へ貢献する。 

双方は、周辺国と一緒になったメコン地域の発展に向け、「メコン産業開発ビジョン」及

び経済特別区（ＳＥＺ）を通じ、メコン各国のそれぞれ独自の強みと競争力、及び“特化と
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連携”のコンセプトの下での相互補完性を反映させ、産業構造の高度化し域内バリューチェ

ーンを強化する。また、双方は、周辺国とのバリューチェーンの強化によってだけではなく、

メコン地域がその立地を活かして、インドや中国等の周辺国との交易を拡大させ、アジアや

世界全体の生産ネットワークの中核として組み込まれることにより、メコン地域が地域全体

として発展することの重要性を共有した。 

この目的を実現するため、日ＡＳＥＡＮ経済産業協力委員会・東西回廊開発ワーキングル

ープ（ＡＭＥＩＣＣ ＷＥＣ－ＷＧ）の協力の下で策定される同ビジョンでは、産業構造の

高度化、中小企業を含む裾野産業の成長、企業の創立や成長を担う人材育成の強化、高付加

価値産業の育成を達成するための政策の方向性を示す。 

双方は、「質の高い成長」及び法の支配の強化を実現するためには、特に法曹や産業の専

門家、熟練労働者の人材の育成・確保が不可欠であるとの認識を共有した。 

また、双方は、金融インフラ、教育、保健・医療、農業・食産業、女性のエンパワーメン

トといった他の分野における人材育成の重要性についても再確認し、この地域の民間企業及

び関連するＮＧＯと連携しつつ取り組んでいくとの決意を新たに表明した。特に保健・医療

分野において、双方は、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（ＵＨＣ）を実現することが必

須であるとの共通の認識に基づき、感染症対策、母子保健、保健システム強化を含む、保健・

医療の質を改善する努力を行う、との決意を再確認した。さらに、双方は、メコン地域の各

国に共通する癌を含む非感染症疾患などの新たな課題へ対処するための人材育成につき、更

に協力を強化することを確認した。 

２．２ ソフト連結性の強化（制度的連結性、経済連結性、人と人との連結性） 

 双方は、メコン地域内外とのソフト連結性を強化するため、法制度及び知的財産制度の整

備、税関及び郵便制度の近代化、港における手続きの合理化等への支援を通じた「制度的連

結性」の強化、及び東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）の早期合意、投資環境整備等

を通じた「経済連結性」の強化に取り組んでいく。特に、メコン地域諸国は、経済法やビジ

ネス法を含む実定法の整備や法曹の養成等、地域における法律や司法制度の発展において日

本が担ってきた役割を高く評価し、メコン地域において引き続き法の支配を強化していくこ

とを表明した。双方は、貿易及び投資を更に促進するため、メコン地域における税関の近代

化を含む貿易円滑化に関する更なる取組が必要であることを再確認し、アジアカーゴハイウ

ェイ（ＡＣＨ）の実現に向け、メコン地域の能力構築に更に取り組んでいくとの認識を共有

した。 

 また、双方は、人的交流、スポーツ・文化交流、自治体間交流、観光交流、放送番組協力、

「ＡＳＥＡＮ工学系高等教育ネットワーク」等を通じた大学間連携、「日越大学プロジェク

ト」の最近の進捗等を通じて「人と人との連結性」の強化にも取り組んでいく。この文脈に

おいて、メコン地域諸国は、日本において、メコン地域諸国との友好議連が活発に活動して

いることに謝意を表すとともに、２０１５年４月に日本・メコン地域諸国友好議員連盟が発

足したことを歓迎した。 

メコン地域諸国は、映像、美術、舞台芸術、文化遺産、市民交流、知的交流、スポーツ交

流、日本語学習支援の一環としての「日本語パートナーズ」の派遣等の分野で、日本が様々
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な事業を実施してきた双方向の芸術文化交流と日本語学習支援を促進する「文化のＷＡプロ

ジェクト（知り合うアジア）」への期待を表明した。メコン地域諸国は、双方向の学生交流

における協力の重要性を共有し、「ＪＥＮＥＳＹＳ２０１５」等の事業を通じ、人的交流を

継続していく。これに関連し、メコン地域諸国は、今回の首脳会議の記念事業として、また、

２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックに向けた「Sport for Tomorrow」イニシア

ティブの好例として、国際交流基金アジアセンターと日本サッカー協会の共催による「日メ

コンＵ－１５サッカー交流プログラム」を高く評価した。 

 

３．グリーン・メコンの実現に向けた持続可能な開発 

メコン地域諸国は、日本が、「グリーン・メコンに向けた１０年」イニシアティブに則し

て、グリーン・メコン・フォーラムの定期的な開催等を通じ、メコン地域の持続可能な発展

と人間の安全保障に貢献してきていることを高く評価した。双方は、グリーン・メコンの実

現に向けて、次の分野で具体的な取組を実施していく。 

３．１ 防災 

メコン地域諸国は、第３回国連防災世界会議を成功に導いた日本の貢献に謝意を表した。

双方は、同会議にて採択された「仙台宣言」及び「仙台防災枠組２０１５－２０３０」に基

づき、メコン地域においても持続可能な開発を阻害する災害リスクの予防・削減に取り組ん

でいく。 

また、メコン地域諸国は、津波への共通理解を深め、津波対策の重要性について関心を高

めることを目的として、１１月５日を「世界津波の日」と定める日本の提案を支持した。 

３．２ 気候変動 

双方は、気候変動問題が、メコン地域の人々の生活に対する深刻な脅威となり得る状況に

あることを踏まえ、この脅威に取り組む決意を新たにした。また、この文脈で、日本及びメ

コン地域諸国は、主要な温室効果ガス吸収源である森林の保全を進めるとともに、二国間ク

レジット制度（ＪＣＭ）を推進していく。さらに、双方は、メコン地域において今後増大す

る電力需要に照らし、また石炭が同地域において主要なエネルギー源の一つであることを考

慮し、実効的な気候変動対策手段の一つとして高効率石炭火力発電を推進することの重要性

を確認した。また、双方は、エネルギーの節約及び再生可能エネルギーや代替可能エネルギ

ーの重要性を認識した。 

３．３ 水資源管理  

双方は、地域の生活に不可欠であるメコン河の水及び関連資源の開発と持続可能な管理を

することの死活的な重要性を共有した。この点について、双方は、メコン河委員会（ＭＲＣ）

への支援と、水資源管理をより強化する決意を再確認した。 

３．４ 鯨類を含む水産資源の保全と持続可能な利用 

双方は、科学的根拠に基づく、鯨類を含む水産資源の持続可能な利用についての重要性を

確認した。

 

４．多様なプレーヤーとの連携 
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メコン地域諸国は、数多くの関係国・国際機関・関連ＮＧＯ・民間部門がメコン地域に対

する高い関心を有し、対メコン支援に積極的に取り組んでいることを歓迎した。双方は、メ

コン地域における地域の安定と「質の高い成長」に向けた効率的かつ効果的な支援等の実施

のために、異なる協力枠組みの間の連携が重要であることを改めて確認した。 

４．１ メコン地域諸国自身の取組との連携 

双方は、カンボジア・ラオス・ベトナムの開発の三角地帯（ＣＬＶ ＤＴＡ）、カンボジ

ア・ラオス・ミャンマー・ベトナム（ＣＬＭＶ）間の協力、及びエーヤワディー・チャオプ

ラヤー・メコン経済協力戦略（ＡＣＭＥＣＳ）等のメコン地域諸国自身による地域の発展に

向けた取組を評価し、これらの枠組みと日メコン協力との連携の重要性を改めて確認した。

この文脈で、双方は、地雷・不発弾対策（ＵＸＯ）、障害者支援、災害時の救急医療等の分

野で、日本がこれまでメコン地域に行ってきた協力を踏まえて、南南協力や三角協力が進展

していることを歓迎した。 

４．２ 国際機関・関連ＮＧＯ・民間部門との連携 

 双方は、国際機関・開発金融機関やメコン地域で活動する関連ＮＧＯ、国際連合や東南ア

ジア地域プログラムを主導する経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）、大メコン圏地域（ＧＭＳ）

経済協力プログラムを調整するアジア開発銀行（ＡＤＢ）、世界銀行、東アジア・ＡＳＥＡ

Ｎ経済研究センター（ＥＲＩＡ）を含む、他の開発パートナーと日メコン協力との間の連携

をより一層強化することにより、メコン地域の開発をより効果的に進めることを決定した。 

 特に、双方は、メコン地域において、貧困対策とインフラ開発の分野で長期にわたる経験

と知識を蓄積してきたＡＤＢとの連携の重要性を強調した。この観点から、双方は、融資枠

を拡大するとのＡＤＢのイニシアティブを支持し、ＡＤＢによる将来的な増資の検討を歓迎

した。メコン地域諸国は、日本が、インフラ投資のために官民連携パートナーシップを促進

する新たなＪＩＣＡとＡＤＢとの連携枠組みの検討を含む、ＡＤＢと連携した「質の高いイ

ンフラパートナーシップ」を表明したことを称賛し、支持した。 

 現在メコン地域へ流入する民間資金が公的資金を大きく上回っていることを受け、双方は、

民間部門が地域の経済成長の力強い原動力となっていることを再確認した。投資環境整備と

ハード及びソフト面の基本的なインフラ整備のため、メコン地域諸国の取組によって促進さ

れる民間投資は、日本のＯＤＡと共にメコン地域における経済成長と貧困対策に対してより

大々的かつ効果的に貢献することとなる。双方は、中小企業を含む民間部門の技術と専門的

知見を利用しながら、メコン地域に民間資本を呼び込み、「質の高い成長」を達成するため、

自身での取組及び協力の取組を続けていく。 

４．３ 関係国との連携 

（ア）日米連携 

メコン地域諸国は、メコン地域において、防災、災害救助、女性起業家の支援を含む女

性のエンパワーメント等の様々な分野において、日メコン協力と「メコン河下流域イニシ

アティブ」（ＬＭＩ）及び「メコン河下流域フレンズ」（ＦＬＭ）の連携において実施され

ている、具体的な協力のプロジェクトを高く評価した。 

（イ）日中メコン政策対話 
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メコン地域諸国は、メコン地域における主要なプレーヤーである日本と中国が、２０１

４年１２月に北京において３年ぶりに開催された第５回日中メコン政策対話を通じ意思

疎通を維持していることを歓迎するとともに、同政策対話がメコン地域の平和と繁栄に貢

献することへの期待を表明した。 

（ウ）その他の枠組み 

メコン諸国は、上記の日米連携や日中メコン政策対話のほか、韓メコン協力、メコン－

ガンガ協力等のメコン地域に関する協力の枠組みと、日メコン協力との間の連携をより一

層強化していくことを期待し、設立過程にある中国によるメコン瀾江（ランチャン）協力

との将来の連携に期待を示した。 

 

Ⅲ．地域・国際情勢 

  メコン地域諸国と日本は、地域及び地域を越えた平和、安定及び繁栄を確保するため、

既存の日メコン協力を含め、共通の課題である地域・国際情勢に関する緊密な協力を促進し

深化させるという強い決意を再確認した。 

 双方は、朝鮮半島の平和と安定という共通の目標に向けた緊密な協議を継続するという決

意を再確認した。双方は、北朝鮮による核兵器及び弾道ミサイル開発の継続について深刻な

懸念を表明し、更なる挑発を自制すること、及び関連する国連安保理決議を遵守することを

求めた。双方は、平和的な方法による朝鮮半島の非核化達成のための取組みへの支持及び六

者会合プロセスの重要性を改めて表明した。双方は、北朝鮮に対し、２００５年の六者会合

共同声明等の下での非核化等のコミットメントを真剣に履行する意志を示すための具体的

行動をとることを求めた。双方は、関連する国連安保理決議の完全な履行に対するコミット

メントを改めて表明した。双方は、拉致問題を含む、国際社会の有する人道上の懸念に対応

することの重要性を強調した。 

 双方は、大量破壊兵器関連資機材及び小型武器の不法な移転及び取引と闘いつつ、大量破

壊兵器及びその運搬手段の軍縮及び不拡散分野における協力を強化する重要性を再確認し

た。協力を強化するための継続的な取組の一環として、双方は、核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）、

ＡＳＥＡＮ地域フォーラム(ＡＲＦ)、国連安保理決議第１５４０号（２００４年）の枠組み

における、また、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）といった関連機関を通じたものを含む、行動

指向的な措置を講じる必要性を強調した。双方は、ＮＰＴの３本柱である核軍縮、核不拡散

及び原子力の平和的利用の分野において更に協力していく決意を再確認した。双方はまた、

効果的な輸出管理の確立は、兵器や関連する品目及び技術の不法な移転の防止に貢献すると

の見解を共有した。この関連において、双方は、国内関係法令の策定及び実施における支援

を含めた輸出管理に関する技術協力の必要性を強調した。双方は、原子力科学技術に関する

研究、開発及び訓練のための地域協力協定及び IAEA を含む関連の国際的・地域的枠組みを

通じた、原子力の平和的利用を促進することの重要性を再確認した。 

 双方は、安保理をより代表性、正統性、実効性が備わったものにし、 ２１世紀の地政学

的現実をより良く反映したものとするため、常任理事国及び非常任理事国双方の議席の拡大、

作業方法の改善及び開発途上国の役割の拡大を含む、安保理の早期改革への支持を再確認し
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た。また、双方は、国連創設７０周年にあたる本年、具体的な成果を得るために協力を強化

するとの見方を共有した。 

日本は、改革された安保理において日本が常任理事国となることに対するメコン地域諸国

の一貫した支持に深く感謝した。 

 双方は、海洋の国際公共財としての重要性を認識した。双方は、地域における海洋安全保

障及び海上安全に関する協力を深化することの重要性を再確認した。双方は、２００２年の

南シナ海における関係国の行動宣言（ＤＯＣ）の完全かつ効果的な履行と、南シナ海に関す

る行動規範（ＣＯＣ）の早期妥結の重要性を再確認した。双方は、国連海洋法条約（ＵＮＩ

ＣＬＯＳ）を含む普遍的に認められた国際法の原則にのっとって、航行及び上空飛行の自由、

航行の安全、円滑な商業活動や紛争の平和的解決を維持するコミットメントを改めて表明し

た。双方は、状況を更に複雑にし、信頼及び信用を傷つけ、地域の平和、安全及び安定を損

ないうる南シナ海における最近の動向に関し表明された懸念に留意した。 

 

Ⅳ．今後の予定 

双方は、２０１５年８月の第８回日メコン外相会議において「『新東京戦略２０１５』の

実現のための日メコン行動計画」を、同月の日メコン経済大臣会合において「メコン産業開

発ビジョン」をそれぞれ策定することを確認した。 

双方は、今後とも日メコン関連会合を定期的に開催していくことを再確認した。具体的に

は、日メコン首脳会議は、３年に１度日本にて開催され、それ以外の年はＡＳＥＡＮ関連首

脳会議等国際会議の際に開催される。また、日メコン外相会議及び日メコン経済大臣会合も、

それぞれＡＳＥＡＮ関連会議等国際会議の際に定期的に開催される。また、事務レベルでの

フォローアップを目的として、日メコン高級実務者会合（ＳＯＭ）も毎年開催される。 

（了） 


